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の調査によれば,95.5%の企業が程度の差 こそあれ緊張 していると回答 し
ており(非常に緊張55.3%,比較的緊張31.5%,や緊張8.7%),逆に資
金に余裕があると回答 した企業はわずか1.4%にすぎない(2)。この資金不
足のために,銀行か らの借入金への依存と返済が大 きな負担 となり,また
企業間の売掛金回収の困難 ・買掛金の支払の滞 り(いわゆる 「三角債」)が









































次に,流動資金は大 きく二っの部分に区別 された。すなわち 「定額流動
資金」 と 「非定額流動資金」である。前者 は一定期間ごとの当局の査定に
基づきノルマとして資金計画に組み込 まれる経常的安定的な流動資金で,
それは具体的には 「準備資金」(原材料 ・部品購入)・ 「生産資金」(仕掛
品 ・半製品)・ 「製品資金」(在庫 ・製品)な どから構成 される。後者は査
定を受けず資金計画に組み込まれない主に流通過程の流動資金であり,具






















































資貸付額は80年に20億元近 くになり,81年には49億元に達 して,工 業











































却基金,大 修理基金,技 術改造資金などによっていた。このなかで最 も主
要なものは減価償却基金であるが,1978年に減価償却基金の50%が企業
に留保され更新改造資金 として使 うことが認め られた。残 りの50%は国
庫に納め,政 府が統一配置 し使用することとされた。1979年か ら1983年
までは国有企業固定資産に対 して企業から占用費を徴収することが実施 さ
れた。1985年には減価償却基金の70%が企業に留保され更新改造資金 と
して使用 し,残り30%は上級政府(関係部門,省 ・自治区 ・直轄市)に上
納 し,そ こが管理使用することとされた(io)。こうして減価償却基金はその




行か らの専有借款および国家財政から給付 される資金(潜 在力掘り起こし
革新改造給付金)も ある。いずれ も 「専用資金」 として位置づけられてい
たが,固 定資産投資の性格をもつと考えられる。 このように して更新改造



























内)お よび臨時貸付(期 間6カ 月以内)な どに改められた(12)。
第三に,異 なる業種,企 業,製 品および資金の種類に対 して差別的利子
を実施する。定額資金の低利貸付を廃止 し,計画の枠を超えた貸付は相応
に利子を引き上げるか 「変動利子」の方式を採用する。回転資金の貸付に
は統一利子を実施するが,回 転資金計画を達成 し資金を節約 した場合に




























を明記 している。すなわち,①流動資金 と銀行貸付を流用 して基本建設お
よびその他の財政性支出を行 ってはならない。②流動資金 と銀行貸付を流
用 して未だ納入 していない税金と利潤の支払に充ててはならない。③流動
資金と銀行貸付を流用 して欠損を補填 してはならない。④流動資金 と銀行
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資金を流用 して消費性基金 と従業員福利に支出してはならない。⑤流動資






ら構成される。すなわち,基 本建設,更新改造(固 定資産の更新 と技術改
造),商品住宅建設(1990年以降か ら),およびその他(基本建設投資計画
と更新改造計画に入 らず,総 投資額が5万 元以上のもの)で ある。改革以
降の国有工業企業の固定資産投資の動向は表1の とおりである。




"! 一 275.6 50.9 224.7 113.9
1981 380.4 216.0 43.4 172.6 142.9
1982 467.4 260.6 46.5 214.2 170.8
1983 546.6 282.3 38.8 243.5 207.5
1984 653.5 341.6 42.4 299.2 225.4
1985 913.7 446.5 63.4 383.1 351.1
1986 1159.8 531.6 82.3 449.4 479.2
1987 1407.2 .. 99.1 583.7 584.6
1988 1709.1 796.1 112.6 683.5 774.0
1989 1597.0 822.5 123.1 699.4 623.2
1990 1747.6 952.6 121.8 .1. 647.5











る。その意味で,固 定資産投資は経済の景気動向と強 く関連 している。
各年度の固定資産投資の結果,1978年か ら93年までに国有工業企業






近 として国有セクター単位(国 有企業だけでな く国家機関,事 業単位をも
含んでいる)の基本建設投資資金をとりあげる。 その動向は表2の とお り
である。
固定資産投資資金の源泉 は当年度の資金源泉に限ってみれば,以 下の7
っの種類に区別 される。すなわち,国 家予算内資金,国 内貸付,株 式,債
券,外 資利用,自 己調達資金およびその他資金である㈹。
国家予算内資金 とは各年度の国家予算に組み込 まれた投資資金で,国 家
予算,地 方財政,企 業主管部門が建設単位 に直接給付 した投資資金,銀 行
に委託 して貸付ける基本建設給付金(「掻改貸」基本建設貸付を含む),中




表2.国有単位の基本建設投資資金の源泉と比重 (単位:億 元 ・%)
予算内資金 国内貸付 外資利用 自己調達 そ の 他
197941980.0
1981 25256.8 33
1983 34658.2 549.0 132.3 18127


















方,お よび企業単位の自己調達資金であり,その源泉 は予算外資金,企 業






























いものになっている。外資利用 も増大 しているものの比率は極めて小 さ
い。最大の源泉は自己調達資金であり1985年を例外にほぼ一貫 して全体
の6割 以上を占め,金額 も近年大幅に増大 している。第二の源泉は国内貸




表3.国 有単位の更新改造 ・その他投資資金の源泉 (単位:億 元 ・%)
予算内資金 国内貸付 外資利用 自己調達
1979 43.624.819.911.3 一 112.463.9
1981 34.915.5142.420.5 1.3 142.463.4
1983 40.811.4232.422.92.7 232.464.9
1985 21.83.6 370.161.1 5.6 214.335.4
1988 28.32.4 381.632.126.0 778.665.5
1990 18.61.8 275.126.733.9 735.671.5




表 には示 して いな いが,更 新改造資金の一部であ る技術改造資金 は近年
その比重を低下 させて いる。すなわ ち,国 有部門の固定資産投資総額 に占
める技術改造投資の比率 は1989年が35.5%であ ったが,1990年31.0%,
1991年28.4%,1992年28.2%,1993年27.7%とな ってい る(17)。技術改造
資金の不足が問題 とな って いる状況を反映 して いる。
3)「掻改貸」方式の問題点
1980年代における固定資産投資資金の調達 における改革の特徴は前述



















期 日までに回収 されないものは延期することができ,ま た確かに回収でき
ない場合 は上級部門の批准を経て返済免除を申請できるようになってい
る。 こうして,投資決定者である計画委員会は経済 リスクに対 して責任を
負わないのである。 こうした状況は 「計画委員会が料理を注文 し,銀行が
金を支払 う」,「建設銀行と建設単位の双方には権限 も責任 もない」 と言わ
れており㈹,か つての財政 による供給制の弊害をいまだ克服 しえていな
い。





































































産販売量の増大に応 じて表4に みられるように大幅に増加 した。また定額





とが考え られる。地域 によってはノルマ査定の間隔はかなり長期化 し,例
えば湖北省国有大中型企業の場合,1983-84年に査定されたノルマ水準が
1990年時点で も継続 していた(25)。また杭州市 の大中型国有企業の例では


















1979年に査定 した ノルマが1990年代初 に至 るまで継続 しているとい
う㈱。 この結果,生 産販売の拡大にともなう定額流動資金の実際必要額 と





















































10%未満 45.0 53.8 13.8 29.8 47.8 45.4 32.5
10-20% 21.3 22.0 17.1 24.1 33.2 23.8 20.020.0
20-30%12.5io.s20.913.616.712.812.013.3
30-40% 6.7 4.9 12.6 9.9 is.7 4.8 7.8 7.5
40-50 5.4 3.5 13.8 5.8 is.7 4.3 5.4 11.3






































度の平均流動資金 占用額 は5227万元(源 泉構成 は財政支給1087万元
[20.8%],自己流動資金1265万元[24.2%],銀行貸付4056万元)で あっ

























第三に,よ り基本的な要因 として国有企業の資金効率が低下 しているこ
とがある。企業の資金効率の低下は製品販売の不良 と滞貨,資 金回収の不




低下 してお り,特に1986年および1989年以降に顕著な減少がみて とれ
る。
3)「三角債」問題













整理指導小組は三角債整理を翌年 も継続 していくこと決定 したが,1991年





















① 企業の固定資産投資(基 本建設 ・技術改造)資 金の不足。企業の強固
な投資拡大要求(「投資飢餓症」)のために予算制約を上回る支出が顕著
であること。その結果,資 材生産部門 と建設施行企業に対す る支払が
滞って しまう。





④ 財政部門が政策性欠損企業に対 して本来与えるべき補助支給を制限 し
ていること。その結果赤字企業は資金不足のため正常 な流動資金を占
用 ・流用する。












表8.国家銀行の工業企業貸付動向(各年末残高) (単位:億 元 ・%)
工業生産企業 前年比増加率 貸付全体に占める比重 予算内工業企業
1980 431.58 18.9 17.9
1981 487.35 12.9 17.6 ioo
1982 526.72 8.1 17.3
1983 597.09 13.4 17.4
1984 884.09 48.1 20.0
1985 iiso.os 31.2 19.6 526
1986 1649.85 42.2 21.7
1987 2043.61 23.9 22.6
1988 2085.09 2.0 19.8 1699
1989 2724.63 30.7 21.9
1990 3559.43 30.6 23.5 2754
1991 4235.76 19.0 23.5
1992 4956.05 17.0 22.9







































































表9.税前利潤返済の増加状況(予算内工業企業) (単位:億 元 ・%)
税前利潤からの 税前利潤返済の 実現利潤の 税前利潤返済/




















どの問題があり,また税前返済制度 自体 も企業負担 リスクを軽減する性格

































(7)国家計画委 ・財政部 ・建設銀行 《関於国家予算内基本建設投資全部由搬款改
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